
（1）就業規則の必要性
　「働き方改革」を推進するために、社内ルールである
就業規則の改定に取り組んでいる会社が非常に多くなっ
ています。「長時間労働の是正」のための始業・終業時
間の見直しや、時間外労働の管理方法の徹底、「同一労
働同一賃金」実現のための非正規雇用者の処遇改善、
「柔軟な働き方」がしやすい環境整備といったことが求
められています。
　また、労務トラブルは、法律違反の場合や、法律違反
ではないものの社内ルールが無い、あるいは不明確な場
合に発生するリスクがあります。労働基準法などの法律
は最低限の条件を定めたもので、これらを遵守すること
は当然ですが、具体的な労務管理は社内ルールを明文化
した就業規則で行います。

（2）就業規則の作成義務
　常時10人以上の労働者を使用する使用者は、就業規
則を作成し、労働基準監督署長に届け出なければなりま
せん。常時10人とは、正社員だけでなく、常態として
雇用しているパートタイマー等も該当します。10人未
満であっても、就業規則を作成することは社内秩序の維
持に有効です。

（3）必要記載事項
　就業規則は使用者が決定作成することができますが、
作成にあたって、必要記載事項に留意しなければなりま
せん。
①絶対的必要記載事項（必ず記載する必要あり）
・始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇、就業時
転換に関する事項
・賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切及び支
払の時期、昇給に関する事項
・退職に関する事項（解雇の事由含む）

②相対的必要記載事項（定めを置く場合は記載する必要
あり）
・退職手当に関する事項
・臨時の賃金等（退職手当を除く）
・労働者に食費、作業用品等を負担させる場合に関する
事項
・安全及び衛生に関する事項
・職業訓練に関する事項
・災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
・表彰及び制裁に関する事項
・その他（旅費、休職等すべての労働者に適用される事
項）

（4）届出・周知義務
　労働組合や労働者の過半数を代表する者の意見を聴
き、その書面を添付して、労働基準監督署長へ届け出
ます。
　社内ルールである就業規則は、以下のような方法のい
ずれかによって周知する必要があります。
①常時各作業場の見やすい場所に掲示し、または備え付
けること
②書面を労働者に交付すること
③磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に
記録し、かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を
常時確認できる機器を設置すること

（5）トラブル防止
　「働き方改革」への対応だけでなく、労務トラブル防
止のためには、様々な社内ルールを規定として就業規則
に盛り込むことが有効です。ハラスメント防止規程、情
報管理規程等の作成や、規則に違反した場合の処分に関
する規定を社内ルールとして定めることにより、良好な
職場環境の維持が期待できます。
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「働き方改革」への対応と労務トラブル防止は就業規則
　弊社は現状、正社員が6人、常勤のパートが4人の自動車整備・販
売業です。数年前に就業規則は作成していたのですが届け出ていま
せん。「働き方改革」や「労務トラブル」といった文言をよく目にする
ようになり、就業規則の変更・届出を考えています。就業規則の作成
や届出などについてのポイントを教えてください。

企業実務に深く関わる法律や制度の動きについて、
専門家から解説していただきます

　税制改正は例年、12月に与党から税制改正大綱が公
表され、それを基に翌年の通常国会で審議・決定されま
す。今年度の税制改正は2019年3月27日に可決・成立
しました。
　今年度の主な税制改正は、まず2019年10月1日から
消費税が増税されることを踏まえ、その増税によって景
気に悪影響を及ぼさないように、住宅ローン控除の拡充
と自動車関連の税負担の軽減が実施されます。
　また、持続的な経済成長を促す観点からは、毎年改正
されている研究開発税制について今回も見直しがなされ
ています。
　あとは、事業承継税制に関して前回の改正で創設され
た非上場株式等の相続税・贈与税の納税猶予の特例制度
に対して、個人事業者を対象とした相続税・贈与税の納
税猶予制度が創設されました。

（1） 住宅ローン控除の特例の創設
　消費税率10%が適用される住宅を取得し、2019年10
月1日から2020年12月31日までの間に居住の用に供し
た場合に、控除期間が3年延長されます。1年目から10
年目までの控除税額は、現行と同様（年末の住宅ローン
残高（4,000万円限度）×1%）で、11年目から13年目
の控除税額は、現行の金額と、消費税増税分を3年で分
割した金額（建物購入価格（4,000万円限度）×
2%÷3）のいずれか少ない金額となります。

（2） 自動車関連の税率の引下げ
　自動車税について、2019年10月1日以後に新車の
新規登録を受けたものから税率が引下げられます。例
えば、1000cc超1500cc以下の自動車の場合、現行の
34,500円が30,500円に、1500cc超2000cc以下の自動
車の場合、現行の39,500円が36,000円になります。
　その他、エコカー減税の見直し等が行われます。

（3） 研究開発税制の見直し
　試験研究費の総額に係る税額控除額の計算について、
より研究開発費の増加に対するインセンティブが働くよ
うに改正されました。その他、研究開発を行っている一
定のベンチャー企業をバックアップする措置等が追加さ
れました。

（4） 個人事業者の事業承継税制の創設
　個人事業者が所有する事業用資産（土地、建物、減価
償却資産）を対象とした相続税・贈与税の納税猶予制度
です。
①相続税の納税猶予
　2019年1月1日から2028年12月31日までの間に事
業用資産を相続等した場合には、事業を継続していく
ことを前提に、その相続等した事業用資産に対応する
相続税の納税が猶予されます。
②贈与税の納税猶予
　2019年1月1日から2028年12月31日までの間に事
業用資産を贈与により取得した場合には、事業を継続
していくことを前提に、その贈与により取得した事業
用資産に対応する贈与税の納税が猶予されます。
　なお、これらの納税猶予制度の適用を受けるために
は、2024年3月31日までに承認計画を策定し都道府
県知事に提出する必要があります。

　上記以外にも改正項目はありますが、今年度の税制改
正は、全ての事業者に関係するような大きな改正ではな
いかもしれません。ただ、今年度の改正ではありません
が、いよいよ2019年10月1日に消費税が増税されます。
これは全ての事業者にとって大きな影響がありますので、
消費税増税までの残された時間でしっかり準備・対応し
ておきましょう。

今年度の税制改正の内容とは?
　毎年のように税制の改正が行われています。いよいよ消費
税の増税も迫ってきましたが、そんな中、今年度の税制改正
の内容はどうなっているでしょうか?その主な内容を教えて
ください。
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